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　経済産業省情報通信機器課長の福田でございます。これから１時間ほどお話をさせてい

ただき、その後何なりとご質問等をお受けしますので、ご遠慮なくいろいろご指摘をいた

だければと思います。情報通信機器課というのは、カバーしている領域が非常に広く、例

えば、半導体、電子部品、コンピュータストーリッジ、通信機器、白物、事務機器全般、

最近のフラットパネルディスプレイ、液晶、ＰＤＰすべてを担当しています。

　今日は「情報家電分野についての競争力の強化」という形で、少し議論を進めさせてい

ただきたいと思います。必ずしも、我が国の中堅・中小企業がみんな強くなるという施策

をつくることは難しく、トータルとしてパイを広げることを念頭においております。

　

■ 情報家電分野の国際競争力

　まず、ＩＴ産業のカバーしている大きさを見たいと思います。これが、伝統的な指標に

基づくＩＴ産業の大きさを示しています。製造業全体が 400 兆円とすれば、ＩＴ産業は

80 兆円で、ハードが 66 兆円、ソフトが 14 兆円となっております。これは、統計の取り

方によるのでいかようにもなるという感じがします(図 1)。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 １）

　一方、私が一番注目しているのは、ストックマーケットです。株式を公開されていない

企業の方々も多いとは存じますが、株式市場でどの程度の大きさなのかというのが最も重

要な指標の１つではないかと思います。大きな市場としては、ニューヨークストックエク
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【備考】
○数値は２０００年の概数。内閣府「国民経済計算年報」、総務省「労働力調査」、経済産業省「平成１２年
簡易延長産業連関表」、「特定サービス産業実態調査」をもとに作成。

■　IT産業全体では、売上・生産高は売上・生産高は売上・生産高は売上・生産高は約８０兆円（日本全体の約９％日本全体の約９％日本全体の約９％日本全体の約９％、製造業全体の約２０％、製造業全体の約２０％、製造業全体の約２０％、製造業全体の約２０％）、従業員従業員従業員従業員
数は数は数は数は約２５０万人（日本全体の約５％日本全体の約５％日本全体の約５％日本全体の約５％、製造業全体の約２２％、製造業全体の約２２％、製造業全体の約２２％、製造業全体の約２２％）（2000年）。

■　電気電子産業を見ると、労働生産性は１０８２万円/人、純輸出が約７兆円となっており、自動車産業
と共に我が国の国際競争力の向上に大きく寄与している。

我が国経済に占めるＩＴ産業のウエイト①我が国経済に占めるＩＴ産業のウエイト①我が国経済に占めるＩＴ産業のウエイト①我が国経済に占めるＩＴ産業のウエイト①

（参考　関連指標）（参考　関連指標）（参考　関連指標）（参考　関連指標）

労働生産性

（万円／人）

９４２兆円 ５２１兆円 ５３５６万人 972 ６．８兆円

４０２兆円 １１１兆円 １１５５万人 Ｎ．Ａ １８．８兆円

８０兆円 Ｎ．Ａ ２５１万人 Ｎ．Ａ ７．１兆円

６６兆円 ２１兆円 １９４万人 1082 ８兆円

１４兆円 Ｎ．Ａ ５７万人 Ｎ．Ａ －０．９兆円

８５万人  

自動車製造部門のみ

純輸出

全体

生産額 付加価値 雇用

８．４兆円Ｎ．Ａ

製造業

ＩＴ産業全体

Ｎ．Ａ４０兆円（参考）自動車業

ハード

ソフト
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スチェンジやナスダックがありますが、東京ストックエクスチェンジもそれなりの大きさ

があります（図 2）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 2）

　その中で、電気機械や通信がどういうウエイトを占めるのかがここに書いてあります。

この図もそうですが、経済産業省の政策で間違っていると思うのは、日本の市場を過大に

評価しすぎだということです。というのは、日本の市場規模は、せいぜいアメリカの２分

の１です。世界のその他の国はほとんど考慮に入れないので、日本は世界の３分の１だと

思い込んでいる人がたくさんいますが、そんなことはありません。ＧＤＰで言えば、せい

ぜい 14％の中堅国です。すなわち、日本の国内だけに売っていたのでは 14％のマーケッ

トしかないということです。86％の国際的な市場を相手にしない限りは、国際競争力があ

る企業とは言えません。ところが、日本の大手企業でもほとんどそうですが、国内市場だ

けに目がいきます。これは昔の人たちは、結構輸出信仰が強くて、カメラ１つで海外に出

かけて行って、海外の技術を写真に撮って来てリバースエンジニアリングをかけて自分の

プロダクトに展開しました。あの時代の人達のほうがいまの人よりはずっと賢いし、アグ

レッシブで根性もあったと思います。アグレッシブに海外に売っていかない人は明日がな

いということです。

　ここでお見せしたのは、中国はストックエクスチェンジがなかなか育たない、なかなか

オープンにならない国柄ではありますが、中国の経済規模は日本の経済規模を５年から 10

年の間に必ず抜きます。かつ、もっと大きいのは購買力は中国の方が大きいということで

す。ですから、日本が大国だという意識はバブルが崩壊したときに捨てて、中流国である
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■　２００４年３月末現在、東証１部時価総額に占める電気機器分野の比率は14.1%（１位）、通信分野の
比率は7.6%（４位）を占め、合計で我が国の時価総額の約１／５我が国の時価総額の約１／５我が国の時価総額の約１／５我が国の時価総額の約１／５を占める。

■　これらはそれぞれ、台湾、インドの市場時価総額に匹敵する規模。

東証１部中の電気機器比率

１４．１％

東証１部中の電気機器比率

１４．１％

東証１部中の通信比率

７．６％

東証１部中の通信比率

７．６％

我が国経済に占めるＩＴ産業のウエイト②我が国経済に占めるＩＴ産業のウエイト②我が国経済に占めるＩＴ産業のウエイト②我が国経済に占めるＩＴ産業のウエイト②

（10億US$）
* TSX Group also includes TSX Venture market cap 
** Euronext includes Amsterdam, Brussels, Lisbon, and Paris figures
*** JSE South Africa's figures include the market capitalization of all listed companies, 
　　 but exlude listed warrants, convertibles and investment funds

証券取引所時価総額（２００４年３月末）

           （時価総額）（売上高）
GE　         　350           141
Microsoft 　296             36
Intel        　  128             33
           （単位： 10億US$）

           （時価総額）（売上高）
日立　           22            86
富士通 　      12            48
NEC        　   12            49
            （単位： 10億US$）

【参考】

（単位：（単位：（単位：（単位： 10億億億億US$））））
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と考え直して世界で売るということをベースに置きながら企業戦略を組み立てていくこと

が重要ではないでしょうか。もちろん、国内向けのサービスをやっておられる方はいます。

こんなことを言っては恐縮ですが、国内向けだけにサービスをしている方々であれば外資

に買収されても結局は同じですが、海外に売る人にはやはりがんばっていただかないと、

我が国は資源小国なので勝っていけないと思います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 ３）

　市場のマップを示してみました（図３）。一体どこにどれだけの市場があるのだろうかと

いうことをつかまないと、ＩＴの何を議論しているのかわからないためです。ＩＴと言え

ば、システムインテグレーターの方々を思い浮かべます。ＮＴＴデータ、富士通、ＮＥＣ、

日立、などは一番下のラインです。これはサービス産業統計だと 14 兆円となっています

が、これは業者の方に全部出してもらっているので、ダブルカウント、トリプルカウント

しており真水は８兆円です。真水８兆円のうち、官公需が２兆円あります。官公需で大き

く儲けて、その他のところではあまり儲からないというビジネスモデルであります。です

ので、官公需のところをキュッと締めるといきなり利益がなくなってしまうというのがこ

この領域です。しかも、最近はインターネットをはじめ、いろいろな形でビジネスプロセ

スアウトソーシングができるので、今後は中国やインドやフィリピン、いろいろなところ

にソフトウェアづくりが出て行きます。ですから、ここはこれから激しくデフレの状況に

なっていきます。

　例えば、大きなシステムをつくると、官公需のシステムでも他でもそうですが、３次請

け、４次請け、５次請けとなります。そのうちの３次請け４次請けというところは、皆と
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（１）市場地図

通信市場・放送市場：平成１５年度「通信産業基本調査」（総務省）　 CATV-ISP・インターネット広告・デジタルコンテンツ市場・ISP・課金決済市場：野村総合研究所「２００８年までのＩＴ主要分野の市場規模とトレンドを展望」 　ネットオークション・ＣＤＮ市場：三菱総合研究所「デジタル情報流通市場の中期予測」　 ASP市場：「国内アプリケーションアウトソーシング市場　２００３年の分析と２００４年～２００７年の予測：変貌するＡＳＰ市場」
（IDC）　ビデオ・ＤＶＤソフト：ビデオソフト市場予測調査報告（（社）日本映像ソフト協会会報 2004年1月号）　音楽ソフト：（社）日本レコード協会統計　ゲームソフト：2004CESAゲーム白書 （社）コンピュータエンターテインメント協会　交換機・携帯電話・ＡＶ機器・無線通信機器・液晶デバイス・電子部品・半導体素子・集積回路・事務用機械・プリンタ：２００３年１２月電子工業生産実績表（ＪＥＩＴＡ） ２００３年１２月電子工業輸出実績表（ＪＥＩＴＡ）
２００３年１２月電子工業輸入実績表（ＪＥＩＴＡ） 　ルータ・ＬＡＮスイッチ：国内ルーター市場２００３年の分析とブランドシェア(IDC)　国内LANスイッチ市場２００３年の分析とブランドシェア(IDC)　ワークステーション：平成１５年度メインフレーム・ミッドレンジコンピュータ・ＷＳの出荷実態報告（ＪＥＩＴＡ 2004.5.31）　サーバ・メンフレ・スパコン：国内サーバー市場２００３年下半期の分析と２００４年～２００８年の予測(IDC)　ＰＣ：我が国における
パーソナルコンピュータの平成１５年度出荷実績（ＪＥＩＴＡ） ＰＤＡ：国内携帯情報端末・ＰＤＡ市場に関する調査（矢野経済研究所） 家庭用電気機器：家庭用電気機器国内出荷実績（ＪＥＭＡ） 電池：電池工業会 無線ＬＡＮ機器：国内無線ＬＡＮ機器市場(IDC) 光ファイバ：鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報（経済産業省） 情報サービス：平成１５年特定サービス産業実態調査（経済産業省）

我が国電気電子産業の市場マップ我が国電気電子産業の市場マップ我が国電気電子産業の市場マップ我が国電気電子産業の市場マップ

デジタルコンテンツデジタルコンテンツデジタルコンテンツデジタルコンテンツ

0.37兆円兆円兆円兆円

（内）
モバイル系有料モバイル系有料モバイル系有料モバイル系有料
コンテンツ：コンテンツ：コンテンツ：コンテンツ：2,639億円億円億円億円
ｅラーニング：466億円
ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ：440億円
映像配信：96億円
オンライン音楽配信：15億円

コ
ン
テ
ン
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ー
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ＡＳＰ市場

　：134億円（暦年）

課金決済市場：569億円（暦年）

ＣＤＮ市場：59億円

電子認証市場：２３億円

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ広ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ広ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ広ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ広 告告告告
0.１兆円（暦年）

完
成
品

ＰＤＡＰＤＡＰＤＡＰＤＡ AV機器機器機器機器 家庭用電気機器家庭用電気機器家庭用電気機器家庭用電気機器
ＰＰＰＰ  ＣＣＣＣ

1.61.61.61.6兆円兆円兆円兆円

ｻｰﾊﾞｻｰﾊﾞｻｰﾊﾞｻｰﾊﾞ
ﾒﾝﾌﾚﾒﾝﾌﾚﾒﾝﾌﾚﾒﾝﾌﾚ
ｽﾊﾟｺﾝｽﾊﾟｺﾝｽﾊﾟｺﾝｽﾊﾟｺﾝ

ﾒﾝﾌﾚ：0.24
ｽﾊﾟｺﾝ：0.01
その他：0.47
（暦年）

0.72
  兆円

ｹﾞｰﾑｹﾞｰﾑｹﾞｰﾑｹﾞｰﾑ

端末端末端末端末

0.14
 兆円

[暦年]

携帯電話携帯電話携帯電話携帯電話

1.9兆円
ＰＨＳ端末 0.03兆円
（暦年）

ﾙｰﾀ・ﾙｰﾀ・ﾙｰﾀ・ﾙｰﾀ・
LAN
ｽｲｯﾁｽｲｯﾁｽｲｯﾁｽｲｯﾁ

0.32
 兆円

ﾙｰﾀ：0.15
ＳＷ：0.17
(暦年）

固定音声伝送　４．２固定音声伝送　４．２固定音声伝送　４．２固定音声伝送　４．２兆円*

通信市場通信市場通信市場通信市場 １３１３１３１３ 兆円兆円兆円兆円*

専用線専用線専用線専用線    １．１兆円*
音声等

移動電話移動電話移動電話移動電話
６．９兆円*
携帯音声伝送　：5.9兆円

携帯データ伝送：0.7兆円

PHS音声伝送　：0.3兆円

PHSデータ伝送：16億円

ビデオ・ＤＶＤソフトビデオ・ＤＶＤソフトビデオ・ＤＶＤソフトビデオ・ＤＶＤソフト

０．３４兆円（暦年）０．３４兆円（暦年）０．３４兆円（暦年）０．３４兆円（暦年）

音楽ソフト音楽ソフト音楽ソフト音楽ソフト
0.460.460.460.46兆円兆円兆円兆円（暦年）（暦年）（暦年）（暦年）

無線LAN機器
売上：0.04兆円[暦年]

事務用機械
生産：0.38兆円
輸出：0.05兆円
輸入：0.03兆円[暦年]

光ファイバ

販売：0.15兆円

受注ソフトウェア受注ソフトウェア受注ソフトウェア受注ソフトウェア

６．６４兆円６．６４兆円６．６４兆円６．６４兆円

2.32.32.32.3兆円兆円兆円兆円

[暦年]

交換機交換機交換機交換機

生産
0.16 兆円
輸出：0.01
輸入：0.03

[暦年]

ISP 
0.680.680.680.68兆円兆円兆円兆円

2.1兆円兆円兆円兆円
0.０25
 兆円

ｼｽﾃﾑﾒﾝﾃﾅﾝｽ等ｼｽﾃﾑﾒﾝﾃﾅﾝｽ等ｼｽﾃﾑﾒﾝﾃﾅﾝｽ等ｼｽﾃﾑﾒﾝﾃﾅﾝｽ等

１．７３兆円１．７３兆円１．７３兆円１．７３兆円

情報処理ｻｰﾋﾞｽ　情報処理ｻｰﾋﾞｽ　情報処理ｻｰﾋﾞｽ　情報処理ｻｰﾋﾞｽ　２．４７兆円

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｻｰﾋﾞｽﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｻｰﾋﾞｽﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｻｰﾋﾞｽﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｻｰﾋﾞｽ  0.31兆円兆円兆円兆円

ネットオークションネットオークションネットオークションネットオークション

0.31兆円

NHK　：０．６７
民放　：２．５０

（内衛星：０．２９*）

ｹｰﾌﾞﾙ：０．２４

放送市場放送市場放送市場放送市場

３．４３．４３．４３．４
  兆円兆円兆円兆円

ゲームソフトゲームソフトゲームソフトゲームソフト
0.310.310.310.31兆円兆円兆円兆円（暦年）（暦年）（暦年）（暦年）

(2003年度国内内需）
予測込み。*印は2002年

ﾜｰｸﾜｰｸﾜｰｸﾜｰｸ
ｽﾃｰｽﾃｰｽﾃｰｽﾃｰ
ｼｮﾝｼｮﾝｼｮﾝｼｮﾝ
494億円

電池
生産：0.69兆円
輸出：0.36兆円
輸入：0.06兆円

[暦年]

無線通信機器

生産：2.7兆円

輸出：0.46兆円

輸入：0.09兆円

[暦年]

ｿﾌﾄｳｪｱﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　１．４４兆円ｿﾌﾄｳｪｱﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　１．４４兆円ｿﾌﾄｳｪｱﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　１．４４兆円ｿﾌﾄｳｪｱﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ　１．４４兆円
業務用ﾊﾟｯｹｰｼﾞ：0.73
ｹﾞｰﾑｿﾌﾄ:0.53
基本ソフト：0.19

PC関係　９兆円 情報家電関係　１４兆円（一部重複計上あり）

半導体素子・集積回路

生産：4.4兆円

輸出：3.4兆円

輸入：1.9兆円

[暦年]

液晶デバイス

生産：1.5兆円

[暦年]

電子部品

生産：2.9兆円

輸出：1.7兆円

輸入：0.55兆円
[暦年] ※

合計

１９兆円

９兆円

１３兆円
（除:輸出入）

１４兆円

固定データ通信固定データ通信固定データ通信固定データ通信
    ０．７兆円*

ADSL等　2,057億円*
CATV-ISP　1,354億円

情報サービス計：情報サービス計：14.1714.17兆円兆円

プリンタ

生産：0.25兆円
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は言いませんが、半分ぐらい海外へ出て行くのではないかと思います。このため、ここの

マーケットに入ると相当厳しいコスト競争になろうかと思います。

　それから意外に思ったのは、実は通信市場というのは非常に大きいことです。移動電話、

固定電話とありまして、13兆円の規模があります。では、これは今後どうなっていくかと

いうと、通信市場のプレーヤーの人たちはそれなりに利益を出すと思いますが、市場とし

ては拡大しません。通信市場がすごく拡大すると思うのは大きな間違いで、これはあまり

拡大しないでしょう。というのは、ここも技術革新が非常に激しく、データ通信の帯域あ

たりのコストがものすごい勢いで下がっているので、たくさんデータを使って通信のトラ

フィックは上がるけれどもどんどん下がる、こういった状況となっております。

　では、なぜ企業は利益が上がるのかというと、設備投資の金額がどんどん絞られてくる

からです。要するに、従来の電電調達であるような高級機種から、インターネットの時代

を背景とした割合軽い機種、すなわちハードウェアの革新が非常に進んでいるために、設

備投資がどんどん抑えられてくるので、設備投資償却が少なくなる分だけ利益は高めに出

ます。ただし、売り上げボリュームは上がっていかない、こういった状況となるでしょう。

　放送は、政府からもらった電波の帯域を独占的に使って広告を一緒に合わせてやってい

くモデルなので、大きくも小さくもならないでしょう。

　コンテンツですが、よく通信の議論、あるいはインターネットの議論をするときに、コ

ンテンツが大切だという話を聞かれると思います。でも、よく考えてください。新聞の売

り上げは伸びましたか、雑誌の売り上げは伸びましたか。インターネット時代になると、

どうしてコンテンツの売り上げが伸びるのでしょうか。伸びません。インターネット時代

になると、いろいろなところでコンテンツは利用できるようになりますが、コンテンツそ

のものの売り上げのボリュームはそれほど伸びません。そうではなくて、「コンテンツ」と

いう言葉をもう少し違ったふうに解釈されたほうがいいと思います。例えば、ディズニー

のアニメもコンテンツです。これは著作権がはっきりしているコンテンツですが、では、

オンライントレーディングで松井証券に行ってトレーディングするのはコンテンツではな

いでしょうか。私は、コンテンツだと思います。違うタイプのコンテンツがビジネスを引

っ張っていく、というふうに考えたらいいと思います。最も大きい市場のコンテンツは何

か。それは電話です。電話は我々がしゃべる言葉をコンテンツとして、仲介して渡してい

るビジネスです。ですから、これはコンテンツだと思います。コンテンツの定義をどうい

うふうに捉えるかによってコンテンツビジネスというのは大きくなったり小さくなったり

しますので、この辺りは柔軟に考えたほうがいい領域であります。

　途中にあるのがセットで、その下は部品や産業用機械というふうに置いてみました。こ

この競争力が大きくなるか小さくなるかで、大体ＩＴ産業が太るか減るかとことが結構

決まります。もちろん、それ以外のサービスのところがずっと増えてくるということはあ

りますが、やはり国際競争力という観点で見ると、この帯域をどれだけ儲けるようにする

かというのが非常に重要なところです。青で書いてあるところと赤で書いてあるところは
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意味があり、青のところははっきり言って海外が強いというところです。赤のところは、

とりあえず国内メーカーが国内市場で売っているということです。携帯電話のメーカーが

世界中で競争力があるとは言っていません。国内では国内メーカーが売っていますが、世

界ではほとんど売られていません。ＡＶ機器は、割合に世界中で売られていると思います。

　それから、半導体や電子部品はまあまあで、特に電子部品は非常に強い。半導体はいま

は若干調子がいいですが、10年後はわからないという感じがします。それから、無線通信

機器はそれほど大きくありません。特にルータースイッチになると、シスコ、ジュニパー、

エクストリームネットワークス、ルーセントにほとんどやられている状況でしょう。また、

事務機器や電池はものすごく強い、こういう形ではないかと思っています。これは、私ど

もが俯瞰して行政の客体としています。こういった現状から、10年後にどこの部分が大き

くなって、どこの部分が大きくならないのかということを考えながらやっていくというの

が重要だろうと思っています。

　最近の業況ですが、実は情報家電のところは割合伸びていますし、それなりに儲かって

いるということをここでは示しています（図５）。我々は儲けと営業利益率を非常に注視し

ていて、売り上げボリュームはさほどでもないという感じがします。なぜ営業利益率を注

視しているのかというと、利益が上がらない限りは次の投資を打つことが出来ないためで

す。どんどん金を借りて投資をするのは限界があるので、やはり利益を出さなければなり

ません。

　総合大手電機メーカーの利益率はどうでしょうか、営業利益で５％から７％の間を出し

てほしいと思っています。本来であれば 10％以上というのが世界の常識だとは思いますが、

なかなかそうはいきません。総合大手電機メーカーの利益率が低い原因はどこにあるのか

といえば、よく自動車と比べられますが、リテールのところをヤマダ電機やコジマ電機の

ような大手のリテーラーに抑えられているため、自分で価格を決められないというところ

に最大の問題点があります。それは、同じような製品をたくさんの会社が出す以上は、当

然のことながら過当競争で利益が出ないということになります。

　実はずっと心配していたのは、1998年と 2001年に大手電機メーカーは大リストラをし

ました。バランスシートが非常に悪くなって、一部のメーカーは産業再生機構を利用する

と報道された会社もあります。そこまでは悪くないにしても、資本の部分をもっともっと

厚くしないと投資の自由度が出ないということです。世界で勝ち抜くためには、ちまちま

と投資する会社は絶対に勝てません。市場が現れてくるときに、一気呵成にものすごく大

規模な投資をする会社が必ず勝ちます。皆様方は、兵法書等をたくさん読まれた方もいら

っしゃると思いますが、逐次兵力投入は絶対に勝てない戦法で、昔から兵法書では絶対に

取ってはいけない作戦と言われていますが、ビジネスでもほとんど変わらないと思います。

規模の利益を追求しない限りは国際的には絶対勝てないと考えております。

　水平分業型と垂直統合型とありますが、我々はどう考えても垂直統合型のほうがいいと

思っています。それは幾つかの理由がありますが、まず１つは英語ができない。したがっ
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て、国際的に国際展開としてマーケティングがうまくない。２つ目は、海外企業とアライ

アンスを組むのが下手ということ。３つ目は、バランスシートが非常に悪いので大規模な

投資が一気呵成にできにくい。こういう体質に追い込まれています。それから、韓国、台

湾、中国の追い上げがあって、テクノロジーの流出を防ぐため、なるべく垂直統合にして

テクノロジーを囲い込むという作戦がいいと考えております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 ４）

　これに典型的に反しているのが半導体で、製造技術を製造装置メーカーに委ねているの

で、資金さえあれば半導体のラインは作ることが出来ます。これは、よほど変わった技術

でない限りは資金がある企業が勝つということです。それと相反するのが、ＴＤＫ、村田、

ロームといった製造技術の主要な部分を内製化して外に出さないタイプの会社です。かつ、

海外的なマーケティングが非常にうまい会社でもあります。そういう会社は過去の歴史的

な利益率を見ても安定して７％、８％あり、現在では 10％を超えていると思います。

7

METI 経済産業省

ソフトウェア

　ＴＶを見るという同じ機能を持ちながら、ＰＣとデジタルＴＶとでは産業構造が異なる。

　デジタルＴＶは、デバイス特有の特性を有するパネル技術と画像処理技術のすり合わせにより高品質を実現。これ
に対し、ＰＣは、多機能性と、携帯端末やデジタルカメラなど多様な機器との互換性の高さが特徴。

日本は、９０年代選択と集中が徹底されず、水平分業型の製品分野に置いては欧米系企業に高いシェアを奪われて
きた。他方、高度な摺り合わせを要する垂直統合型製品分野においては強みを確保。

デジタルＴＶは垂直統合型であり、対してＰＣは水平分業型。

ただし、垂直統合モデルを維持・追求するためには絶えざる最先端の技術開発と技術流出防止策の徹底が不可欠。

情報家電分野の産業構造情報家電分野の産業構造情報家電分野の産業構造情報家電分野の産業構造

システムＬＳＩ

アセンブリ

販売チャネル

パネルパネルパネルパネル

半導体

ソフトウェア

アセンブリ

販売チャネル

ディスプレイディスプレイディスプレイディスプレイ

インテル

マイクロソフト

デル
コンパック

サムスン電子グループ
ＬＧ電子グループ

ＰＣ ＰＣ ＰＣ

サ
ム
ス
ン
電
子
グ
ル
ー
プ

Ｌ
Ｇ
電
子
グ
ル
ー
プ

松
下
電
器
産
業

ソ
ニ
ー

シ
ャ
ー
プ

ＤＴＶ ＤＴＶ ＤＴＶ ＤＴＶ

水平分業型（ＰＣモデル）水平分業型（ＰＣモデル）水平分業型（ＰＣモデル）水平分業型（ＰＣモデル） 垂直統合型（情報家電モデル）垂直統合型（情報家電モデル）垂直統合型（情報家電モデル）垂直統合型（情報家電モデル）
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9

METI 経済産業省主要製品シェア①（２００３年）　主要製品シェア①（２００３年）　主要製品シェア①（２００３年）　主要製品シェア①（２００３年）　＊は２００２年＊は２００２年＊は２００２年＊は２００２年

【ＭＰＵ世界シェア】 【ＤＲＡＭ世界シェア】

【モニタ用液晶世界シェア＊】【液晶ＴＶ世界シェア】 【ＰＤＰパネル世界シェア】 【携帯電話世界シェア】

サムスン
電子（韓
国）
18%

LG-Philips

（韓国）
16%

AU-

Optronics
（台湾）
14%

その他

26%

Hannstar(

日本)
6%

Chi-Meil

（台湾）
8% CPT（台

湾）
12%

サ ム
SDI, 20%

松 下 ･
マ デ ･
レ イ,  1

NECプ ･
マ デ ･
レ イ,  1

富 K
日

プ ラ
デ ィ ･

イ
 24%

LG
フ ィ ･
ス ,  17

パ イ オ
8%

そ の他,

イ ン

83%

モ ト ･
3%

AMD

7%

そ K

1%

東

1%

NECエ
1%ル ネ

1%
サ

2%

IBM

1%

サ ム
30%

イ ン フ

P
15%

マ イ ･
19%

そ K
10%

Mosel
Vitelic

3%

エ ル ･

4%

ハ イ ニ
15%

ナ K
4%

シ ャ
40%

ソ @

15%

そ @

18%

韓

サ ム ス

9%

松 下

産

8%

韓 国 L G

5%

オ ラ ン ダR

Philips

Electronics
5%

ノ K
35%

そ K
15%

サ ム
10%

モ ト ･

15%

京 K
2%

パ ナ ソ
3%

ア ル ･
3%

Ｌ
3%

シ ー ･
8%

ソ ニ ー
ソ
6%

Windows

94%

Linux
3%

MacOS

3%

【OS世界シェア＊  】

PCPC分野分野

情報家電分野情報家電分野

Dell
15%

IBM
5%

HP
14%

そ K
59% 富 士 ･

メ K

4%東

3%

【PC世界シェア】
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METI 経済産業省主要製品シェア②（２００３年）主要製品シェア②（２００３年）主要製品シェア②（２００３年）主要製品シェア②（２００３年）

そ J

54.6%

WHIRLPOOL

6.5%

無 錫 ･

12.3% HAIER（ 海
10.8%

松 下
3.3%

SAMSUNG

4.8%
LG

4.3%
MAYTAG

3.5%

BOSCH
5.7%

WHIRLPOOL
6.9%

ELECTROLUX

6.8%
SAMSUNG

6.6%
LG

6.2%

HAIER（ 海
8.0%

KELON（ 科

5.1%

そ J

54.8%

リ J
24.4%

キ ヤ
25.9%

富 士 ･
ク
16.9%

松 下
シ ス
1.9%

コ J
4.2%

京 セ ･
5.2%

東 芝 ･
5.2%

シ ャ
5.4%

ミ ノ
11.0%

リ J
32%

キ ャ
22%

富 J
ロ ッ

21%

そ J
8%

コ ニ
ノ J

8%

シ ャ
9%

Ｈ
33%

ゼ ロ
$
13%

ミ ノ
QMS
10%

そ J
20%

セ イ
エ プ

9%

リ J
6%

キ ャ
4%

Lexmark
5%

Ｈ
41%

セ イ
エ プ

26%

そ J
1%

レ ジ
$
1%

Lexmark
14%

キ ャ
17%

【複写機関連売上高世界シェア】 【デジタル複写機世界シェア】

【カラーページプリンタ世界シェア】 【カラーインクジェットプリンタ世界シェア】

【冷蔵庫世界シェア】

【洗濯機世界シェア】

事務機分野事務機分野 白物家電分野白物家電分野
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　主要製品のシェアはここに書いてあるとおりで、ＰＣなどは大きく負けているというこ

とです。ＤＥＬＬは今後とも伸び続けていくでしょう。インテルは最近ＡＭＤに負け試合

を強いられていますが、そんなに大きく崩れることはないでしょう。ＤＲＡＭはエルピー

ダに期待したいと思っています。ＯＳは、よほどのことがない限りマイクロソフトがシェ

アを落すことはないでしょう。

　情報家電は結構いい線にいっていますが、これも量の経済というのが如実に現われ、サ

ムスンはすばらしく大きな投資をしています。ちなみに、サムスンがなぜこれほどまでに

強いかというと、いろいろな意見がありますが、第一に言えることは、実はウォンが安い、

為替が非常に安いということになります。サムスンは日本円にすると３兆円ぐらいを輸出

して、 8,000億円か 9,000億円ぐらいがドメスチックマーケットでしょう。これは仮定の

話ですが、 1.5兆円ぐらいを外から機材として輸入すると 1.5兆のスプレットが出ます。

それが、20％ウォンが上がったとすると、 1.5兆円の 20％ですから 3,000 億円がなくな

るということになります。サムスンの年間の利益が 7,000億円ですから、20％ウォンが上

がると利益が半減してしまうという構造になっています。実際に 1997 年のアジア通貨危

機のときのウォンドルレートよりもいまのウォンは安いわけですから、ここが大きく利い

ているということは事実であります。

　ただし、それだけで議論を終わりにすると何の話にもならないので幾つか申し上げます。

まず１つは、これを言うと嫌われる方がいらっしゃいますが、労働組合がないので下５％

は自動的に解雇です。私はシリコンバレーに 98年から 2001年までいましたが、シリコン

バレーの企業はおしなべてほぼ同じです。下５％は、同時に解雇です。それ以外に解雇も

しますから、毎年 10％は入れ替わります。それだけ厳しい。

　２つ目は、すごくマーケティングオリエンテッドな会社ということです。ブランド戦略

も世界で統一されているし、いろいろな講演会では過分に技術の優位性を強調する人たち

が多いです。私も技術屋だし、７～８年前には産学連携推進室長、初代の産学連携をやっ

た人間で、技術を強調したくなります。私はうちの課員にも厳しく言っていますが、使っ

てもらってお金が入って初めて技術の価値があるので、研究開発だけしているのであれば

オーバーヘッドと何の変わりもない。要するに、実際に売ってキャッシュを手にする人た

ちが一番偉いのであって、バックに下がって好きな研究をやっている人は別に偉くはない

のだ。頭はいいかもしれないけれども、別に会社に貢献はしていない、そういうふうに我々

は言い切っています。すみません、きょうは技術屋の社長さんもたくさんいらっしゃると

は思いますが。

　金が回って幾らの世界と言い切っていますが、サムスンはどういう製品がどうやったら

売れるかというのを一番初めに考えているような会社だと思います。それも、市場、製品

によって徹底的に研究します。結果的にサムスンの製品は必ずしも安くはなくて、非常に

高い価格で売っています。そこがやはり、これだけの利益率を上げているゆえんだと思い
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ます。例えば、携帯電話では、サムスンはいまはノキア、モトローラーに次いで第３位だ

ったと思いますが、サムスンの携帯電話は基本的には多くの製品がＣＤＭＡ、すなわちク

ワルコムの技術を使っています。クワルコムのチップを使用すると、携帯電話のセット価

格の５％がクワルコムにロイヤルティとして払われます。このセット価格にカメラがつい

ていれば、カメラだって携帯電話の一部だろうとか、電源があれば電源も携帯電話の一部

だろうといって全部セット価格に含まれます。クワルコムはそれに加えて主要な半導体は

クワルコムから調達せよと言っています。すなわち、そこだけで 10％以上ロイヤリティを

払わされているにも拘わらず、サムスンの携帯電話は 20％以上利益が出ています。

　それだけマーケットセグメントを絞って高い価格で売っているというのもあるし、サム

スンは内部で開発された技術を非常にモジュラー化して、いろいろなバリエーションの機

種を生み出しています。日本の携帯電話メーカーのように、こんなこと言うと悪口になり

ますが、ドコモに言われると何でもかんでもつくり込む。そうすると、そのつくり込みの

コストばかりかかって台数が出ないから利益が出ない。こういう悪循環ではなくて、どう

やったら使い回しをしてコストを下げられるかというのをよく考えながらやっているとし

か思えない。そういう工夫があってこそ儲かるのであって、日本の企業は利益が出れば安

心しますが、10％、20％や 30％といった目標を持ちながらやっているのと全然違うと思

います。

　もう１つの事例を言いますと、98年にサムスンは半導体ＤＲＡＭの投資のために米国で

ジャンク債を発行しました。日本人の感覚から言えば、ジャンク債を発行するほど落ちぶ

れたかと思います。ジャンク債というのは大体利回りのスプレットが十数パーセントある

ので、とてもではないが怖くて金を借りられないと普通は思うでしょう。ところが、サム

スンはジャンク債を発行ました。そのときの投資したＤＲＡＭの利益率は、35％～40％あ

ったためです。すなわち、問題は調達金利が高いか低いかではなくて、利益率とのスプレ

ットが問題です。それよりも高い利益を叩き出せれば、幾ら金を借りても構わないという

ことです。そこに、すばらしい決断があったのだと思います。だから、サムスンは本当に

すばらしい会社だと思います。いまは経済産業省の担当課長ですからサムスンに勝手にや

られるのは困りますが、本当に尊敬しているすばらしい会社だと思います。サムスン論だ

けを言っているとそれだけで１時間もかかりますから、次に進みます。

　けなしてばかりでもいけないので事務機器、これは日本メーカーはすごいです。やはり

キヤノン、リコー、すなわち事務機器は昔からどぶ板営業で有名ですが、このどぶ板営業

を海外でも展開できるということに本当にすごさがあると思います。もちろん、テクノロ

ジーはいいし、サプライのところを合わせたようなビジネスモデルもすばらしいけれど、

どぶ板営業を海外でできるというところに非常に尊敬します。一方で、白物家電は非常に

苦心していて、白物の中で唯一海外で競争力があるのはエアコンです。冷蔵庫・洗濯機は

量販店のところとの関係で利益率が出にくいという状況に陥っている、こういう状況では

ないでしょうか。
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　実はエレクトロラックスやウォールプールといった、海外の白物家電のメーカーでも

５％程度の利益を叩き出しているところもあります。これは、規模の経済というのが相当

程度働いていると思います。国内に白物メーカーが７社も８社もあるのは日本だけですか

ら。

　いろいろ申し上げましたが、総じて見れば現在の状況は少し利益が上がってきたという

ことです（図５）。ようやく、例の年金で押しつぶされそうな企業という状況からバランス

シートが若干変わってきたかなという感じですが、何度も申しますようにサムスンやイン

テルの利益の総額に比べると本当に心許ない。10社合計でも、実はサムスンやインテルに

負けているか、同じぐらいの状況なので、この辺は問題として認識しています。やはり利

益が出ないのは、まずオーバーヘッドを減らさないとどうしようもないのではないかと感

じます。あとは、コングロマリットディスカウントです。何でもかんでもやるというビジ

ネスモデルは、まず無理でしょう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 ５）

　あとは、状況としてデジタル家電が好調です。いまはフラットパネルディスプレイもあ

るし、デジタルスチールカメラもあるし、デジカメもあるし、それからいろいろなＤＶＤ、

携帯電話もまあまあ悪くはないという状況です。ただ、携帯電話も新規加入者数がほぼな

くなってきて頭打ちになってきたので、海外に出て行かないメーカーの収益率は相当苦し

い状況になると思います。そのため、ほんのわずかの企業しか利益が出ないという状況に

近々追い込まれるのではないかと思っています。
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METI 経済産業省
最近の電気・電子産業の業況①最近の電気・電子産業の業況①最近の電気・電子産業の業況①最近の電気・電子産業の業況①

（単位：10億円）　　　大手電気各社の営業利益推移大手電気各社の営業利益推移大手電気各社の営業利益推移大手電気各社の営業利益推移

（単位：億円、１ウォン０．１円、１ドル１１０円
　で計算。カッコ内は前年同期比）

６，２１９６，２１９６，２１９６，２１９

（（（（80.9%））））

２４２４２４２４．．．．９９９９％％％％
(前年同期前年同期前年同期前年同期

16.3％％％％)

８，３３０８，３３０８，３３０８，３３０

（（（（71.2%））））

３３，４３２３３，４３２３３，４３２３３，４３２

（（（（12.8%））））

Intel

３，００４３，００４３，００４３，００４

（（（（11.9%））））

３７３７３７３７．．．．００００％％％％
(前年同期前年同期前年同期前年同期37.2％％％％)

３６，６５３３６，６５３３６，６５３３６，６５３

（（（（9.0%））））

９８，９６３９８，９６３９８，９６３９８，９６３

（（（（9.8%））））

IBM

５，９５９５，９５９５，９５９５，９５９

(▲▲▲▲15.5%)
３，７４７３，７４７３，７４７３，７４７

(4,735億改億改億改億改
善善善善)

当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益

１６．５％１６．５％１６．５％１６．５％
(前年同期前年同期前年同期前年同期

18.2%)

２．８％２．８％２．８％２．８％
(前年同期前年同期前年同期前年同期2.2％％％％)

営業利益率営業利益率営業利益率営業利益率

７，１９３７，１９３７，１９３７，１９３

(▲▲▲▲0.7%)
１３，１８４１３，１８４１３，１８４１３，１８４

(26.3%)
営業利益営業利益営業利益営業利益

４３，５８２４３，５８２４３，５８２４３，５８２

(9.5%)
４７５，９０８４７５，９０８４７５，９０８４７５，９０８

(2.5%)
売上高売上高売上高売上高

サムスンサムスンサムスンサムスン１０社合計１０社合計１０社合計１０社合計

（参考）２００３年度通期決算における（参考）２００３年度通期決算における（参考）２００３年度通期決算における（参考）２００３年度通期決算における

　　　　　　　　　　　　　　　　 大手１０社と海外有力企業の比較大手１０社と海外有力企業の比較大手１０社と海外有力企業の比較大手１０社と海外有力企業の比較
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■　デジタル家電の市場への投入状況や、事業構造改革の進展により、各社明暗。

■　■　■　■　薄型平面TV、ＤＶＤ、デジカメ、携帯等のAVデジタル家電が好況。これらと、キーデバイスである

半導体、ディスプレイが各社の収益を引っ張った恰好。

■　■　■　■　国内主要総合電器メーカ１０社は、全社最終黒字を達成

■　■　■　■　ソニーが営業減益。残り９社は増益。
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■ 新産業創造戦略に基づく戦略的産業育成

　ここに（図６）いろいろと書いてありますが、中川経済産業大臣が「新産業創造戦略」

ということで７つの分野、例えば、燃料電池と情報家電、ロボットコンテンツといったも

のを選んで、新しいターゲティングポリシーをやりましょうということです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 ６）

　その中で、地域の再生ということも入れてあります。実は時々地域論を聞かれますが、

正直申し上げてあまり答はありません。よく経営者の方々が言われるのは、「地域に工場が

多すぎるので、これを集約化して海外に持って行きたい」と割合ストレートに言われます。

これはある意味では正しくて、ある意味ではちょっとアンフェアだなと感じています。

例えば半導体の前工程、ウエハーの工程ですが、何と国内に 133ヵ所工場があります。

どう考えてもそんな数は必要なく、せいぜい 20～30 で十分です。労働力を求めていろい

ろ地方に工場を展開している場合もありますが、例えば、サムスンの半導体工場はキジュ

ンに全部集約化しており、そのほうが強いに決まっています。

　しかも、日本は工場長の権限が非常に強い傾向があり、工場で使うようなシステムは工

場長が勝手に決めるので、工場同士が全然ネットワークでつながっていないといった問題

がありますが、こういったものは集約化していかなくてはいけないというのが事実です。

ただし、ちょっとおかしいのではないかと思うのは、日本の関連工場に対しては本社のオ

ーバーヘッドを乗せますが、海外の新設工場には本社のオーバーヘッドはほとんど乗って

いません。これは幾つかの理由がありますが、中国の法人税が安いから向こうに出して利
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METI 経済産業省
新産業創造戦略で取り上げる産業群新産業創造戦略で取り上げる産業群新産業創造戦略で取り上げる産業群新産業創造戦略で取り上げる産業群

 ７分野ごとに、具体的な
市場規模、目標年限を明
示した政策のアクション

プラン等を明示

燃料電池燃料電池燃料電池燃料電池
・自動車や家庭用などで大きな市場が期待

・環境対策の切り札
・市場創出に向け耐久性・コスト面で課題

情報家電情報家電情報家電情報家電
・日本が強い擦り合わせ産業

・たゆまぬ先端技術と市場を創成
・垂直連携、技術開発、人材、

知的財産保護に課題

ロボットロボットロボットロボット
・介護支援、災害対策、警備など

人を支援・代替したり、
人に出来ないことをさせるニーズ

・技術力に日本の強み
・市場創出、技術開発、規制に課題

コンテンツコンテンツコンテンツコンテンツ
・情報家電ともに大きな成長が期待

・日本のコンテンツの広がりが
世界の文化や市場にも波及

・流通、人材、資金調達などに課題

健康福祉機器・サービス健康福祉機器・サービス健康福祉機器・サービス健康福祉機器・サービス
・健康な長寿社会の構築
・高齢者の社会参加
・財政負担少ない福祉
・健康産業の国際展開

・制度改革、ＩＴ化、バイオ技術等で課題

環境・エネルギー機器・サービス環境・エネルギー機器・サービス環境・エネルギー機器・サービス環境・エネルギー機器・サービス
・きれいな水、空気、土壌の回復

・優れた環境・エネルギー技術による
機器・サービスの開発

・環境規制、技術開発、情報開示等の課題

ビジネス支援サービスビジネス支援サービスビジネス支援サービスビジネス支援サービス
・事業再編に伴う非コア業務分離、外注化

・ITを柱に新たなサービスが拡大

・雇用吸収先としての期待
・人材育成、品質・生産性に課題

地域を基盤とした先端産業地域を基盤とした先端産業地域を基盤とした先端産業地域を基盤とした先端産業
・地域環境（産業クラスター）の創出

・大学からの技術移転の進展
・横のネットワーク化、産学連携、

伝統と先端技術との融合、人材育成が課題

ものづくり産業の新事業展開ものづくり産業の新事業展開ものづくり産業の新事業展開ものづくり産業の新事業展開
・地域のものづくりの伝統・文化の潜在力

・世界に誇る「高度部材産業集積」
・横のネットワーク、製品化開発、
販路開拓、資金調達に課題

地域サービス産業の革新地域サービス産業の革新地域サービス産業の革新地域サービス産業の革新
・集客交流や健康などで、独自の魅力

持った付加価値高い事業の展開
・ブランド作り、外部企業との連携推進に課題

食品産業の高付加価値化食品産業の高付加価値化食品産業の高付加価値化食品産業の高付加価値化
・安全・安心な食品の提供と市場開拓

・トレイサビリティ、品質管理、ブランド化、
効能に関する分析、技術開発と

産学連携に課題

「科学技術創造立国」「科学技術創造立国」「科学技術創造立国」「科学技術創造立国」を実現する革新技術（ナノテク、バイオ、ＩＴ、環境）を実現する革新技術（ナノテク、バイオ、ＩＴ、環境）を実現する革新技術（ナノテク、バイオ、ＩＴ、環境）を実現する革新技術（ナノテク、バイオ、ＩＴ、環境）

　①日本経済の将来の発展を支える戦略分野
　②国民ニーズが強く、内需主導の成長に貢献する分野
　③最終財から素材まで、大企業から中堅・中小まで、大都市から地方ま
    で広範な広がりがあり、我が国の産業集積の強みが活かせる分野

　④市場メカニズムだけでは発展しにくい障壁や制約あり、官民一体の
　　総合的政策展開が必要な分野

【抽出の４条件抽出の４条件抽出の４条件抽出の４条件】

【市場ニーズの拡がりに対応【市場ニーズの拡がりに対応【市場ニーズの拡がりに対応【市場ニーズの拡がりに対応
する新産業分野】する新産業分野】する新産業分野】する新産業分野】

【先端的な新産業分野】【先端的な新産業分野】【先端的な新産業分野】【先端的な新産業分野】 【地域再生の産業分野】【地域再生の産業分野】【地域再生の産業分野】【地域再生の産業分野】

ニーズとシーズの摺り合わせニーズとシーズの摺り合わせニーズとシーズの摺り合わせニーズとシーズの摺り合わせ
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益をためておこうという配慮があるのかもしれません。けれども、ちょっと役人的な根性

を言えば、移転価格税制上そういうことは絶対問題であり、海外の工場であろうと本社経

費を分けて出してください。そして、儲かったら配当で戻してください、というのが正し

い答だと思います。そういう意味では、本社という組織、これは研究所も含めてですが、

組織を見たときに国内の工場の管理の仕方と海外の工場の管理の仕方がどうも違っている

事例が多いような気がします。

　実際的には、例えば九州や北海道、東北といった、一般論というのは全く意味がありま

せんが、本社のオーバーヘッドや、その企業がそれなりにオーバーヘッドを削減する努力

をすれば十分に競争力があると思います。それほど日本で生き残っていけないわけはない

と思います。これも半導体の事例ですが、半導体の後工程の工場というのは大体人件費比

率が 25％ぐらいあります。でも、例えば九州のある企業、大手の半導体の後工程を買い取

ってオペレーションしている方ですが、その方の努力によって人件費比率は 16％ぐらいま

でに下がって、台湾の大手ＡＳＥ等より明らかにコスト競争力が出ています。ですから、

やりようではないかという感じがします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 ７）

これは私共の課で作成した図です（図７）。大手電機 10社とサムスンとＩＢＭがあります。

事業部門がざっとあって、各社は何でもやっているので、どれも突出した利益率を叩き出

せていない。サムスンとＩＢＭはやはり集中しているので、高い利益率を叩き出していま

す。あるとき、「失われた 10年」、1990年代の 10年間にＩＴ関係で日本国政府に法人税

を一番納めた会社はどこかと調べたら、何と日本ＩＢＭでした。経済産業省の政策はＩＢ
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各社セグメント別営業利益率 (2003年度予想 )

日立製作所
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富士通

松下電器
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三洋電機

沖電気
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サムスン電子

出典：野村證券金融研究所を基に作成。サムスン電子は
　　　　２００２年実績

■　■　■　■　手広いセグメントを有する企業の利益率は全体的に薄く、得意部門に特化した企業は利益得意部門に特化した企業は利益得意部門に特化した企業は利益得意部門に特化した企業は利益
　　率が比較的高い　　率が比較的高い　　率が比較的高い　　率が比較的高いといえる。
■　■　■　■　日本型の広く薄い収益構造から、IBMやサムソンのような「選択と集中」による高収益構造への変革

が必要。

（注１）NECの「半導体」＝「NECエレクトロンデバイス」に相当。
（注２）松下の「通信機器」「半導体」「家庭電気」は、会社側公表セグメント「AVCネットワーク」「デバイス」「アプライアンス」に相当
（注３）IBMの「コンピュータ」＝「ソフト＆ハード部門」、「その他エレクトロニクス」＝「その他部門」、「サービス他」＝「グローバルサービス部

門」、「金融」＝「グローバルファイナンス部門」に相当。
（注４）サムスンの「通信機器」＝「通信（合計）」、「ディスプレイ」＝「TFT,LCD」、「その他エレクトロニクス」＝「民生用エレクトロニクス（合計）」

に相当。

Ａ．選択と集中の必要性Ａ．選択と集中の必要性Ａ．選択と集中の必要性Ａ．選択と集中の必要性
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Ｍをライバル視し、そのライバルメーカーを育てることを一生懸命やってきたのに、何と

日本ＩＢＭが一番貢献したということです。

　それから統計データで言うと、1984年から 93年までのバブルの 10年間で、日本の大

手トップ５社の利益率は平均が２％ぐらいしかありません。そして 94年から 2002年まで

の９年間はマイナス 0.6％か１％です。そうやって、ほとんど成長していない、または、

ほとんど利益を出していないという状況です。資本市場の考え方から言えば、こういう会

社に投資するぐらいだったら国債を買っていたほうがいいというのが普通です。それだけ、

経営の中に売り上げのボリュームが頭の中にあっても利益を出すという考え方はほぼない。

それを変えていかなければ、中長期的には絶対に勝てないと思っています。

　いろいろ申し上げましたが、例えば半導体などでは「選択と集中」を少しずつ進めてき

たし、液晶もご存じのとおり徐々にコンソリデーションをしています。こうやって、集中

してきたことは非常に大きいことであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 ８）

これはＰＤＰにおける事業統合の図です（図８）。ご存じのとおりＮＥＣがパイオニアに買

収されました。つまり、プレーヤーの数をある程度減らしていかなければならないという

ことですが、なかなか進んでいないのは先ほどの携帯電話や白物家電となります。

　最近特に力を入れているのは、知的財産というか技術流出の防止の徹底です（図９）。こ

れは、実は非常に難しいことであります。なぜかと言うと、まず目的とすればＲ＆Ｄ研究

開発費というのは企業収益に重くのしかかっているわけですから、これを最大限活用しな
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くてはいけない。逆に言うと、追いつけ追い越そうと思っている国や企業は、いかに安く

先進国から技術を導入するかということになるので、そのせめぎ合いになるわけです。

　そうすると、けだし持っている国としては出さない、シャットアウトすることが重要に

なります。シャットアウトするときに幾つか気をつけなければいけないのは、まず同じ領

域に５社も 10 社もある場合は、先行する２社ぐらいは残りますが、あとのほうは徐々に

負けていく。負けていくと何か起こるのかといえば、コスト競争に陥ります。そのときに、

生産やその他いろいろなものをどんどん移転していきます。そこで、テクノロジーがどん

どん抜けていくというのが実態であります。

　もう１つは、辞められる方。これは現役で退職される方もいるし、定年が来てリタイア

される方もいますが、辞められる方がノウハウを持って行ってしまうということです。た

だし、ここの難しさを理解していただきたいのは、台湾、中国や韓国の企業がそういう人

たちを雇用するのが悪いことなのかということです。いま日本は高齢化が進んでおります

が、その技術や知識を持った方は、60歳で辞めてもまだみんなお元気ではないですか。第

２回戦、第３回戦は闘いたいと皆さんは思っておられるでしょう。その中にあって、その

機会を提供してくれる企業がたとえ海外であっても、それはそれで仕方がないと私は思わ

ざるを得ません。むしろ、そこを出したくないという企業であれば、別に 60 歳の定年制

にこだわらず、65歳や 70歳まで企業で力を出していただくか、後進のご指導に当たって

いただく等、もう少しご活用していただかなければならないということです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 ９）
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１．知的財産の確保１．知的財産の確保１．知的財産の確保１．知的財産の確保
　日本の先端分野であり、国内経済に重大な影響を与える知的財産については、他国企業に対する事業売却
等による技術の海外流出を防止。不当な知的財産権侵害に対しては、毅然とした権利行使によってその実効
性を確保し続けることが重要。

　（重要分野の例：プラズマディスプレイ、液晶等今後普及する情報家電のキーデバイス）

Ｃ．技術流出防止の徹底①Ｃ．技術流出防止の徹底①Ｃ．技術流出防止の徹底①Ｃ．技術流出防止の徹底①

４．産業スパイ防止４．産業スパイ防止４．産業スパイ防止４．産業スパイ防止
　機密情報へのアクセスを防止する人的・物理的措置の徹底等を図るとともに、営業秘密の海外漏洩、法人関
与の重罰化、機密事項に関する情報が裁判で公開されないような手続の整備について検討。

３．戦略技術の国内生産３．戦略技術の国内生産３．戦略技術の国内生産３．戦略技術の国内生産
　我が国は情報家電分野において、完成品のみならず、高機能の部品・原材料についても国際競争上強みを
有する。かかる部品・原材料メーカに対し、国内に相当量の売り先を確保することにより、海外への過度の流
出を防止。（一例：大型液晶ＴＶパネル製造会社として、日立・松下・東芝三社連合が成立することにより、ガラ
ス基盤等部品・原材料メーカの海外流出を防止。）

２．ブラックボックス化２．ブラックボックス化２．ブラックボックス化２．ブラックボックス化
　国内企業が有する製造ノウハウ等、事業上重要な情報を認識し、外部に情報が流出しないように管理するこ
とが重要。（一例：シャープ亀山工場の見学制限、人材・情報の分断管理等）　特許出願等を行うことにより、技
術情報が世界中に公開されるため、権利化の見込・公開されることによる効果・影響を検討した上で、出願する
内容の厳選が必要。

５．敵対的Ｍ＆Ａの防止５．敵対的Ｍ＆Ａの防止５．敵対的Ｍ＆Ａの防止５．敵対的Ｍ＆Ａの防止（ｅｘ：ポイズン・ピル／日本版エクソン・フロリオ条項）（ｅｘ：ポイズン・ピル／日本版エクソン・フロリオ条項）（ｅｘ：ポイズン・ピル／日本版エクソン・フロリオ条項）（ｅｘ：ポイズン・ピル／日本版エクソン・フロリオ条項）

　重要技術を有する企業の敵対的Ｍ＆Ａにより、知的財産・ノウハウ等の海外流出が懸念。大規模買収に備え
た新株予約権交付（ポイズン・ピル）等による敵対的Ｍ＆Ａ防衛策の強化等について検討。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 １０）

　

　もう１つは、本日は金融機関に来たので申し上げたいのですが、金融機関の方々、銀行

というよりは生保などの大きな投資家は、今また、みんな不動産に投資しています。日本

はベンチャー企業には全然投資しないで、不動産に投資しています。それでもなければ、

最近増えているヘッジファンドに投資しています。

  そのため、もっと国内の中堅・中小企業のデッドではない投資を増やさなければ絶対に

だめだと思います。デッドを幾ら増やしてもだめでしょう。ある程度投資へのボリューム

があって、運転資金でのデッドが後からついてくるという構造にしなければなりません。

やはり、金融機関からもそういう意欲のある人たちがまだ十分に見えていません。一部の

土地バブルがまた発生しそうだなといって期待している。そのため、そういった方々にも

う少し変わっていただく必要があると思っています。

　あとは、テクニックの話です。ブラックボックス化を図ることや、産業スパイ防止法み

たいなものや、敵対的Ｍ＆Ａが起こらないようにしようかと考えています。しかし、正直

言ってＭ＆Ａというのはどんどん活性化されたほうがいいかもしれません。これは半分冗

談、半分本気ですが、私がサムスンに言っているのは、日本の技術者を抜くのはしょうが

ないが、そのかわり、そちらの経営者をこちら側にくれないか、と言っています。経営者

の首をすげ替えるためには、やはりＭ＆Ａは重要なやり方だと思っています。官民一体と

なって何かやりましょうということです。

　それから技術流出の防止ですが、これは液晶の図を書いています（図 １１）。すなわち、

テレビセットメーカー、パネルメーカー、製造装置、部材メーカーは日本に全部あります。
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METI 経済産業省Ｃ．技術流出防止の徹底②Ｃ．技術流出防止の徹底②Ｃ．技術流出防止の徹底②Ｃ．技術流出防止の徹底②

○　官民一体となった厳格な知財管理の徹底○　官民一体となった厳格な知財管理の徹底○　官民一体となった厳格な知財管理の徹底○　官民一体となった厳格な知財管理の徹底

　知的財産政策室など関係部局とも連携し、以下の項目に取り組む。

　アジア地域において深刻化する模倣品・海賊版問題や、営業秘密の海外への流出への対策を
強化するため、ＦＴＡをはじめとする国際的な協力を通じた新たなエンフォースメント枠組みの
構築を進め、ＴＲＩＰｓ協定の本格改訂の際に反映させていくことを検討する。

①　営業秘密管理及び技術流出防止の強化①　営業秘密管理及び技術流出防止の強化①　営業秘密管理及び技術流出防止の強化①　営業秘密管理及び技術流出防止の強化

　平成１５年に不正競争防止法を改正し、営業秘密（出願前の特許情報、顧客名簿、ノウハウ
等）の侵害に刑事罰を導入（平成１６年１月施行）。今後は、国外への営業秘密の漏洩などにつ
いても、被害の実態を踏まえ検討を行い、必要な対策の強化を行う。

 ②　模倣品からの迅速・効果的な保護のためのデザイン法制のあり方の見直し②　模倣品からの迅速・効果的な保護のためのデザイン法制のあり方の見直し②　模倣品からの迅速・効果的な保護のためのデザイン法制のあり方の見直し②　模倣品からの迅速・効果的な保護のためのデザイン法制のあり方の見直し

　半導体や短ライフサイクル商品などの模倣品被害に迅速かつ効果的に対処できるよう、不正
競争防止法や意匠法などのデザイン保護法制を見直し、模倣品・海賊版の国内流入を防止す
るため、意匠権侵害品等に加え、不正競争防止法違反物品についても税関における水際取り
締まり制度の導入等を行う

 ④　アジア地域における新たなエンフォースメント枠組みの検討④　アジア地域における新たなエンフォースメント枠組みの検討④　アジア地域における新たなエンフォースメント枠組みの検討④　アジア地域における新たなエンフォースメント枠組みの検討

 ③　政府の一元的相談窓口として、経済産業省に「政府模倣品・海賊版対策総③　政府の一元的相談窓口として、経済産業省に「政府模倣品・海賊版対策総③　政府の一元的相談窓口として、経済産業省に「政府模倣品・海賊版対策総③　政府の一元的相談窓口として、経済産業省に「政府模倣品・海賊版対策総

合窓口」を設置（平成１６年８月）合窓口」を設置（平成１６年８月）合窓口」を設置（平成１６年８月）合窓口」を設置（平成１６年８月）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図 １１）

　そのため、垂直統合的にやると日本は強いと書いてあります。私が仰天したのは、台湾

の国立研究所のアナリストが私のところに来まして、これと全く同じ図を持っていました。

その内容は、台湾、日本、韓国という比較表になっていて、台湾にもこういった製造装置

メーカーや部材メーカーが横にずっとついています。それぞれがどこからの技術移転で技

術を涵養しているのかというのも矢印で全部書いてあって、日本のメーカーからみんな矢

印が入っていました。ですから、政府はこういうふうにしたいと言っても、企業のほうは

背に腹はかえられず、どんどん技術を流している。最近は、そうは言っても現地法人が育

ってきたので「国内でもっと投資を増やしてくれませんか」と言ってくる。勝手と言えば

勝手ですが、企業とすればしかたのないことでしょう。

　すなわち、台湾や韓国側からすれば、製造装置メーカーや部材メーカーがとにかく欲し

い、ノウハウが欲しい。技術を吸収したら必要ないという状況だと思います。それは、昔

の日本も同じだったと思いますので、同じことがずっと起こっているということです。そ

れから、人材の中で言えばソフトウェアの人材が必要ですが、ソフトウェアゼネラルな人

材は余ります。高度なアーキテクチャーがちゃんとできる人たちや、半導体、ハードとの

解明をある意味ではエンデベッドシステムがちゃんとできるような人たちなど、そういう

ひねりの入った人たちが不足しているということであり、ソフトウェアゼネラルは余りま

す。アメリカやオーストラリアで言われているのは、裕福な家庭の子供たちがエンジニア

リングスクールに入ったときに、ソフトウェアエンジニアのコースには入らないようにと

いうお父さんが結構います。私も、自分の子供にはそう言っています。
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METI 経済産業省Ｃ．技術流出防止の徹底③Ｃ．技術流出防止の徹底③Ｃ．技術流出防止の徹底③Ｃ．技術流出防止の徹底③　（参考）ディスプレイ分野における現在の産業構造

　日本は装置・材料及び部品から液晶パネル製造及びブランドまで全ての分野で競争力を保有

　韓国は、川上（材料・装置及び部品）から川下（ブランド）までの垂直統合化を進める

　台湾は、液晶パネルのサプライヤーとして事業拡大に積極的
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なぜならば、同じ能力があってもインドや中国の５分の１の給料の人には絶対勝てません。

そのぐらい、ソフトウェア分野は厳しくなるということです。

　これは１つの事例ですが有名なのでご存じだと思いますが、富士通がサムスンを訴訟し

たときに入管をストップしたという事例です。これは関税 337条を改正して、こういった

措置がすぐできるようになりました。この後一悶着あった日本のリテーラーと家電メーカ

ーとのちょっとしたバトルがありましたが、このように通関をストップするというある意

味では行政権限ですが、こういうこともできるようになっております。これが、先ほどの

シャープとイオンとの話です。

　それから通商政策に関しても、世界第４位のＤＲＡＭメーカーのハイニックスに対して

は、政府の過大な補助金が彼らを助けているのではないかということをＷＴＯにいま持っ

ていっています。政府としてもやらなければならないことはやっていますが、そうはいっ

ても、民間企業の話ですから民間としてやるべきことをやっていただかなければ競争力が

出ない。ある意味では、先ほどの垂直統合の話ということで競争力を出していくというこ

とだと思います。

　国内マーケットは簡単には伸びませんが、ＩＴのどこのマーケットをターゲットに攻め

ていくのか。それから、海外マーケットをどのように掴んでいくのかというのは非常に重

要です。そういう意味では、テクノロジーマーケティングといった概念をちゃんと持ちな

がらご商売をしていただきたいと思います。

　１時間雑駁なお話しをさせていただきましたが、何かご参考になれば幸いでございます。

あと、質問は何なりとお受けいたします。

【質疑応答】

【司会】どうもありがとうございました。それでは、質問がございましたら受付させてい

ただきますので、質問のある方は挙手をしていただきたいと思います。

【質問者】ハードディスクが最近コンピュータ以外にいろいろなところで使われています

が、この分野が今後どういうふうになっていくのか。それから、先ほどお話があった中で、

いまのハードディスクはどういう区切りに入っていくのか。コンピュータの中に含まれて

いるのか、その辺りを少しお聞かせください。

【福田】統計上どこに入っているかはよくわかりません。それからハードディスクについ

ては、ご存じのとおりハードディスクメーカーというのはシーゲーツ、ウエスタンデジタ

ル、マックスター、日立、東芝、富士通、最近サムスンが少しやっている。ヘッドはＴＤ

Ｋ等内製化しているところもありますが、アルプスや、他に部材が幾つか、という状況に

なっています。
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　 3.5インチのところは相当程度コンピュータのストーリッジに使ってボリュームも大き

いでしょうが、どんどん価格が下がっていくので、ラップトップの 2.5、それからオーデ

ィオ、最近では、いま開催されているシーテックにてサンヨーさんがデジタルカムコーダ

ーの中に１インチのハードディスクを出展されていますが、こういった小型のハードディ

スクの市場は今後爆発的に出てくるのではないかと思っています。

　あと、ヘッドの部分とハードディスクそのものが垂直統合されるのか水平分業でいくの

かというのは各社の戦略によります。国内メーカーは、 2.5、 1.8、 1.0、 0.8、というと

ころにかなり注力するでしょう。ただし、家電を預かっている担当課長から言うと幾つか

問題があって、ハードディスクはある一定の率で壊れます。家庭にハードディスクがどん

どん入ると、パソコンについている分には、壊れたら「ああ、壊れたな」で済みますが、

普通のハードディスクとＤＶＤを組み合わせたようなストーリッジに入ってきて壊れると、

一体どうするのだろうという感じを少し持っています。リコールのような大騒ぎにはしな

いまでも、ある程度壊れるということを認識しながら消費者の方々に使っていただかない

といけないと思います。

　それから、小さいハードディスクでも幾つか議論がありまして、例えば、ナンドフラッ

シュメモリとの間でどういう棲み分けになるのかという議論などもあると思います。１つ

目は、記憶容量はハードディスクのほうが大きいし、価格も安いのですが、ショックに対

して弱いこと。実はインチサイズが小さくなると、ショックに対しては相対的には高くな

るが、それでも弱い。2 つ目は、ハードディスクをデジタルコンシューマーに使う場合、

特にモバイルに使うとエネルギー消費量がまだ高いので、あまり小さいのには使いづらい

ということがあります。まだ半導体メモリのほうが使いやすいということがあります。こ

れも、徐々に市場の棲み分けができてくるのではないかと思います。こんなことでよろし

いですか。

【質問者】携帯電話にもハードディスクが入ってくるというようなことを聞きましたが、

携帯にハードディスクが入るのは相当数量的な伸びがあるのではないかという気がします

が。

【福田】ハードディスクを入れるということについては、バッテリー制約でまだ難しいか

もしれませんね。２時間しか持たない携帯電話ではどうしようもないので、その辺は違う

商品戦略が先行するのではないでしょうか。

　ですから、iＰod に入ったのはそれだけバッテリー容量が大きいということと、音楽再

生ですから、それほどエネルギーを使わないということがあるでしょう。そのため、次に

流行するのは携帯電話よりはデジタルカムコーダーではないでしょうか。

【質問者】今年の２月に韓国のサムスンの工場を外から見る機会を得ましたが、非常に活

気があって人がたくさんいて、こういう時代は日本の何十年前に相当するかなという考え

を持ちました。きょうご説明を聞いて、日本のほうもこういう垂直統合をやって、韓国の

ように集中的に投資ができるような基盤になりつつあるということをお聞きしましたが、
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全世界的に見るとインテルとかサムスンが抜きん出た投資をして、日本メーカーが何社束

になってかかってもという感じです。

　一方、これが情報家電になると、日本がもう一回再生するのだというのもいろいろな講

演会などでお聞きしますが、本当のところ日本は半導体のこういう分野でもう一度日の目

を見るような時代がくるのでしょうか。それとも、ずっと韓国とかに敗けっぱなしの状態

が続くのでしょうか。その辺りについて、もう少し聞かせていただきたいと思います。

【福田】すごく厳しいご質問ですから正直に私の感情をお伝えしますと、いまのまま各社

が半導体をやっていかれたのであれば 10年後は見るも無残な姿になるでしょう。例えば、

台湾を見てみると、ＴＳＭＣ、ＵＭＣが非常に大きな投資をしています。他にも幾つかあ

ります。では、ファブでつくっているだけかと皆さんお思いでしょうが、ファブレスの半

導体カンパニーのトップ 20 社をランキングさせてみると一番はどこだったか、ザイリン

クスかブロードコムだと思いますが、メディアテックは結構上のほうに出てきます。20位

以内には、台湾の半導体メーカーが４社います。 さらに 100 社まで並べると、結構いま

す。日本でファブレスのトップは、定義にもよりますが、もしかしたらザインかと思いま

すが 100億円の企業です。ブロードコムは、 2,500から 3,000億円です。

　そのため、分野によりますが、ロジック系回路かつデジタル系、あまりアナログが入っ

ていないようなものは、仮にアナログが入ったとしても、ファブレスファンドリーモデル

のほうがＩＤＭモデルより強いと思います。

　ですから、ＩＤＭでちまちまやっていて最先端のチップがつくれたとしても、ボリュー

ムゾーンでは必ず敗けるということの繰り返しになると思います。したがって、これは日

本の半導体メーカーの社長さんはだれも賛成はしていませんが、日本の中にもファンドリ

ーが必要だということが結論としては得られます。なぜかというと、世界で大きなファン

ドリーを持っているのは台湾と、今後は中国になります。シンガポールにも少しあります

が、シンガポールは工学部も少ないし、生産拠点としてはあまりフィールドが上がるとは

思いませんので、中国と台湾は非常に強いと思います。

　やはり、半導体、液晶の世界では、投資した者が勝ちます。テクノロジーがないから関

係ないだろうと皆さん思っていますが、そんなことはありません。テクノロジーは買うこ

とができます。シリコンバレーに幾らでも売っています。そのため、資金を回すというこ

とが長期的には勝つ戦略であります。したがって、先ほどのご質問から言えば、しばらく

は半導体のテクノロジーはいろいろ難しい技術がたくさんあるため、これは釈迦に説法で

すが、ムーアズローで 130から 90になっていたときに、特に 130になったときは結構問

題になりました。

　これからデザインフォーマニュファクチャリングと一般的に言われているようないろい

ろな解析技術、それから設計技術、さらに言えば High-k、Low-k、トランジスタの構造を

変えるなどいろいろな技術的問題があります。そのため、こういった最先端の分野は当然

追いつくことは出来ず、日本、アメリカとヨーロッパは強いということになります。しか
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しながら、ボリュームゾーンで勝ち残らない限りは膨大な研究開発投資や設備投資を償却

できません。ボリュームゾーンで勝つ戦略を組まない限りは、半導体に明日はないのです。

　１万個、10 万個のチップをつくっていてもしょうがないわけで、 1,000 万個のチップ

をつくらなければ勝ち残れません。ただ、そういうような体制に変えていくためには、あ

る程度の独立系のファンドリーは絶対に必要だと主張しております。ただし、これは半導

体業界のトップに賛同をもらっているわけではありません。しかし、逆に言うと半導体業

界のトップの人に、ぜひとも質問していただきたいのは、御社は 10 年後どうなっている

かということです。答はないと思います。すみません、厳しい言い方になりました。

【質問者】先生はテクノロジーマーケティングが必要だということでしたが、そういう理

解に長けた人材育成をどのようにお考えでしょうか。

【福田】えらく難しいご質問です。まず長期的に言えば、学生さんに対して日本でフルブ

ライト基金をもう１回つくってみたらどうでしょうか。要するに、長期的には海外にどん

どん留学に出すことです。例えば１つの数字ですが、中国の大学でドクターを取る学生と

エンジニアリングスクールでは、毎年大体、これは 1998 年のデータなので古いのですが

6,500人います。日本でも、大体同じ時期には 6,000人から 7,000人という数字です。で

も、中国はプラス、アメリカでＰＨＤを取る学生が 2,500人上乗せされます。日本人でア

メリカのエンジニアリングスクールでＰＨＤを取る学生は年間に 100人いません。これは、

結構大きな問題です。

　先ほどのサムスンの話ではありませんが、サムスンは優秀なエンジニアを中国の第一級

の大学にＰＨＤを取りに行かせています。日本の企業でそうやっている企業は聞いたこと

がありません。すなわち、世界の巨大なマーケットになっている国、ないしはなろうとし

ている国にもっともっと若いうちから人材を供給しなければなりません。

やはり文化まで、またはビジネスカルチャーなりを身につけさせるためには、非常に若い

うちから行かせなければならないということです。ですから、そういう人たちをたくさん

外に出していくというのが重要でしょう。

　何度も申し上げますが、日本はあと数年たったら世界の１割の国に落ちます。我が国は

中流国であります。したがって、中流国である国は大国に対して人材をもっともっと輩出

していろいろなネットワークを構築するべきだと思います。では、短期的にはどうしたら

いいかといえば、やはり海外で活躍している人たちをハイヤーせざるを得ません。それか

ら、外国人であっても外国人のカルチャーを受け入れざるを得ません。

　例えば、私は海外駐在の経験はシリコンバレーしかありませんが、アメリカにいると日

本の会社に就職するということはトラックレコードから見るとマイナスになります。なぜ

かというと、日本の大企業の海外事務所はプロモーションされません。給料も年功序列の

ため上がりません。要するに、年功序列はアメリカ人から見たら若干ぬるま湯的なところ

にみずから身を置くということでガッツがないと見なされるわけです。したがって、日本

の有名企業のアメリカの駐在事務所に働いていることは、トラックレコードから見るとマ
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イナスです。これが、逆にプラスになるようなフォーミュラーをつくっていかないと、い

い人材は集まらないということではないでしょうか。

　これは会社の大きさに限らず、それだけのプロモーションをしなければいけないという

ことです。もちろん、その人材を評価しなければなりません。私は、日本がアメリカやヨ

ーロッパと闘っているときには非常に楽だったと思いますが、中国の一級のビジネスマン

の人たちは、このアグレッシブさが違います。お金のためなら何でもします。本当にもの

すごく働きます。逆に言うと、働かなくて貧乏な人に対しては何の同情も持ちません。た

だ、そういうお金、出世、ビジネスを展開することにものすごい執着と、ものすごい根性

を入れている何億人といる人たちが、すぐ隣にいるというのはものすごく脅威です。とて

も、勝てるとは思いません。

　２～３ヵ月前にマハティール元首相が、『日経』か『朝日』か『読売』か忘れましたが、

社説に「茶髪では中国に勝てない」と書いていました。本当にそのとおりだと思います。

ですから、海外の人材と伍していける人材を採用せざるを得ないです。日本の国立大学の

教授が就職先を決めてくれる、と思っている学生を採用しても絶対にだめです。自分でこ

の会社に行ってこういうことをやりたい、というような人たちを、大学名にかかわらず、

ないしは海外でがんばっている若者でもいいですから採用し、その人たちに徹底的に勉強

させたほうが、もしかしたら早いかもしれません。

【司会】ご質問がないようですので、これで講演会を終了させていただきたいと思います。

福田様どうもありがとうございました。皆様、盛大な拍手をお願いします（拍手）

この講演録は、平成１６年１０月８日、りそな銀行東京本社講堂で開催された、当財団主催の

経営講演会を収録・編集したものです。


